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理論的問題関心：グローバルな冷戦の終焉とその地域政治への帰結，冷戦の終焉に伴う同盟間政治と同盟内政治との関係変化
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検討すべき問題

①朝鮮半島における冷戦とグローバルな冷戦との関係の変化：朝鮮半島における冷戦体制の相対的「自立化」　

②朝鮮半島冷戦と同盟内政治との連携

③ポスト冷戦時代における朝鮮半島冷戦の意味：朝鮮半島冷戦の「変質？」（南北朝鮮の対立→？）

	時期
	Ⅰ(40年代)
	Ⅱ(50年代)
	Ⅲ(60年代)
	Ⅳ(70年代)
	Ⅴ(80年代)
	Ⅵ（90年代以降）

	米ソ・米中関係
	連合国の一員から冷戦の開始へ
	中国革命
冷戦から熱戦へ、しかし、全面戦争は回避
	米ソ関係の改善と米中冷戦の激化
	米ソデタントと米中和解によるグローバル冷戦の「弛緩」
	ソ連軍のアフガニスタン侵攻と「新冷戦」
	冷戦の終焉と中国の「大国化」

	米韓関係
	分割占領
	朝鮮戦争に対する介入
	日韓国交正常化の触媒、ベトナム戦争における支援協力

	グアム・ドクトリンによる部分的撤退、在韓米軍の完全撤退構想、対米不信の増大

	在韓米軍撤退政策の撤回と関係修復
	韓国における対米「自立」要求の高まり

	日韓関係
	日本からの脱植民地化

	日韓国交正常化交渉の開始とその遅滞

	経済協力方式による日韓国交正常化

	安保の観点から日韓関係が相対的に緊密化
	安保経協問題をめぐる軋轢と関係修復

	日韓関係の「対等化」

	朝中・朝ソ（ロ）関係

	ソ連軍による占領と金日成政権への支持

	朝鮮戦争に対する中国の積極的介入とソ連の消極的関与
	中ソ等距離外交と第三世界非同盟外交の強化

	イデオロギー的な自立化の試み
（主体思想）


	中国の「開放」政策に対する北朝鮮の二重的態度

	北朝鮮に対する中国の影響力行使の可能性増大

	南北朝鮮関係

	分割占領
	朝鮮戦争による直接的対決

	体制間競争とベトナム戦争をめぐる駆け引き。軍事的牽制

	南北対話とその挫折。南北経済力の逆転の始まり。
	緊張関係の持続。ラングーン事件。南北秘密接触と北朝鮮による水害救援物資提供
	南北関係の改善とその停滞のサイクル
南北基本合意書

南北首脳会談開催

韓国を迂回し米朝関係を優先させる北朝鮮外交の展開とそれに対して有効な打開策を提示できない韓国外交

	韓国

	左右の対立と右派の勝利

	李承晩独裁体制の強化

	朴正煕政権の登場

	維新体制による独裁体制の強化

	全斗煥政権による維新体制の延長とその脆弱性

	民主主義への移行と堅固化への歩み
対北朝鮮認識・政策をめぐる国内の対立

しかし、韓国の取りうるオプションには制約

	北朝鮮
	共産主義勢力主導の政権樹立

	金日成を中心とした満州派による権力掌握の過程
	金日成を中心とした満州派の権力闘争勝利
	金日成の個人独裁体制の確立
	金正日世襲体制への布石
	金日成死去と金正日後継体制の登場，体制のディレンマ（体制の維持と体制改革（実績）との二律背反）の累積


Ⅰ　韓国の北方外交～第1次核危機とジュネーブ枠組み合意～
１　韓国の「北方外交」と北朝鮮の対応 (1987～1992)

「北方外交」の目的と意義
盧泰愚韓国大統領の南北統一問題に関する特別宣言（７・７宣言１９８８年７月７日）で体系的に表明

　南北の和解・協力の必要性

　民族共同体としての南北朝鮮関係
　北朝鮮が責任ある成員として国際社会に寄与し，それが，北朝鮮社会の開放と発展を促進させるよう希望する。

　１．政治家，経済人，言論人，宗教指導者，文化人，芸術家，学者，スポーツ関係者，学生を含め，南北同胞間の相互交流を積極的に推進すると共に，海外同胞が自由に南北往来ができるよう門戸を開放する。 

２．南北赤十字会談が妥結する以前であっても，人道的見地に立ち可能な限りの総ての方法により，離散家族間における生死・住所の確認，書信往来，相互訪問等が実現されるよう積極的に周旋，支援する。 

３．南北間における交易の門戸を開放し，南北間交易を民族内部における交易であるとみなす。 

４．南北における総ての同胞の暮らしの質を向上させるため，民族経済の均衡ある発展が成就されることを希望すると共に，非軍事的物資の交易については，我が友邦国が北朝鮮との交易を行なうことに反対しない。 

５．南北間における消耗的な競争対決外交を終結させ，北朝鮮が国際社会に対し発展的な寄与を行なえるよう協力するとともに，南北の代表が国際舞台において自由に会い，民族の共同利益のために相互に協力することを希望する。 

６．朝鮮半島の平和を定着させる条件を造成するために，北朝鮮が日本・米国等我が友邦との関係を改善する上においての協力を行なう用意があり，我が方は，ソ連・中国を初めとした社会主義国との関係改善を追求する。 

　私は，以上のような我が方の措置に対して，北朝鮮側にも積極的に呼応してくれることを期待する。 

　北朝鮮が以上の提案に対して，肯定的な姿勢を示してくれるならば，より前進的な措置を講じていくことを明白にする。 私は，本日のこの宣言が統一に向かっての南北間における関係改善に対して，新たな章を開く契機となるよう希望する。 ６，０００万の我が同胞総ての者が知恵及び力を結集すれば，本世紀が終わる以前に，社会的・文化的・経済的共同体として統合されるであろう。 このような基礎の上において，我々は遠くない将来の内に，１つの国として統一することができるものと信じている。 
目的

①韓国が東欧諸国、さらに中国、ソ連と国交を回復する。それによって北朝鮮の孤立感を増大させる。
②中国、ソ連を通して北朝鮮に働きかけることによって、北朝鮮の開放を促し、南北対話の場に引き出す。

意義：70年代以降、韓国が主張してきたクロス承認（交叉承認：中ソが韓国を、日米が北朝鮮をそれぞれ承認することによって、周辺４大国の保障によって朝鮮半島の平和共存を達成しようしたものであった。しかし、北朝鮮は、南北分断の固定化につながるとして拒否してきた）をソウル五輪開催、中ソの変化などを利用して、本格的に実現に移していこうとした。

限界：少なくとも当初は、北朝鮮を孤立させることになるために、北朝鮮の対応に関しては不透明な部分があった。

「北方外交」の成果・帰結 

①朝鮮半島をめぐる軍事安全保障問題に関する「３者会談（米朝＋韓国）」を延享黙（ヨン・ヒョンモク）首相（政務院総理）が米韓に提案（88年）（ただし、83年ラングーン事件：北朝鮮工作員による全斗煥大統領暗殺未遂事件の前日、北朝鮮は３者会談を提案したことがある。ラングーン事件によってその提案は無効になったために、北朝鮮の意図は不明。）→駐韓米軍の撤退などが予め議題として設定されていたことに対する反発から、米韓とも拒否。その代わり、韓国は南北首相会談（南北高位級会談）開催を提案。89年に北朝鮮が原則的に受け入れ、数次にわたる予備会談を経て、南北首相会談が開催。

70年代までは、韓国に対する力の優位を背景に、アメリカなどの「外勢」を排除して南北の「民族的」枠組みを重視した北朝鮮と、朝鮮半島問題の「国際化」を重視した韓国であったが、80年代以降は、むしろ、アメリカを巻き込み、問題の「国際化」を図ろうとする北朝鮮と、北朝鮮に対する体制の優位を背景に南北の「民族的」枠組みを重視した韓国というように、それぞれの基本戦略が変容したと考えられる。

②南北高位級（首相）会談(90～92年、１次から8次までソウルと平壌で交互に開催)：

　北朝鮮の真意：冷戦の終焉に伴う北朝鮮の体制維持に対する対外的承認の確保

　議題をめぐる南北間の軋轢：経済協力など交流拡大を志向する韓国と駐韓米軍撤退および非核地帯創設など軍事安全保障問題を優先させようとする北朝鮮（この図式は、2000年6月の南北首脳会談後の南北朝鮮関係と対照的。首脳会談後は、緊張緩和の制度化を重視する韓国に対して、北朝鮮は韓国との経済協力による果実の獲得を優先し、軍事的緊張緩和に関しては、アメリカとの交渉を優先し、韓国との交渉に関しては可視的な進展が見られなかった。）

　成果：南北基本合意書と非核化共同宣言

＊南北間の和解と不可侵および交流・協力に関する合意書：南北基本合意書(12/13/91)

　相手の体制の相互承認、ならびに互いの干渉、中傷、転覆活動の中止

　「現在の休戦状態を確固とした平和状態に転換する」ため、これが達成されるまで休戦協定を順守し続けながら相互に努力すること。

　双方に対する武力の不使用、ならびに信頼醸成措置と大幅な軍縮の実現

　経済・文化・科学の交流、離散家族間の自由な通信、南北分断線で切断された道路・鉄道の再開

＊朝鮮半島の非核化に関する共同宣言(12/31/91)
　核兵器の実験、製造、生産、受け入れ、保有、貯蔵、配備または使用をおこなわず、核再処理施設とウラン濃縮施設の保有を行わない

　相手方の施設の相互査察に合意し、これを南北核統制共同委員会が取り決め、実施

しかし、こうした南北基本合意書、非核化共同宣言は、その後遵守されなかった。

③南北国連同時加盟(91)：従来、南北はそれぞれ朝鮮半島における唯一の正統政府であるという立場を保持した。また、特に北朝鮮は、朝鮮戦争において「国連軍」と戦闘を交えたことから国連に対する不信を持つ。その後、６０年代以後、南北朝鮮は国連の場でどちらがより正統な政府であるのかを争う。北朝鮮は、UNC（駐韓国連軍司令部）やUNCURK（国連朝鮮半島統一復興委員団）の解体などを要求。後者に関しては、７３年に実現される。70年代以降、韓国は、クロス承認を主張し、南北国連同時加盟を主張したが、北朝鮮は分断の固定化につながるとして拒否し、その代わりに南北単一議席による加盟を主張した。しかし、韓ソ国交の実現、さらに中韓国交が切迫すると、中国の説得により、北朝鮮も国連同時加盟を受諾せざるを得なくなった。

④日朝国交正常化交渉の開始(91)：スパイ容疑での拉致された富士山丸船長の釈放交渉のための金丸（金丸信自民党幹事長）訪朝団が、自民党、社会党、北朝鮮労働党の３党共同宣言に調印。それに基づき、日朝国交正常化交渉が開始される。ただし、その共同宣言中の「戦後の補償」をめぐって日本国内においては批判が高まる。

２　第１次米朝核危機とジュネーブ枠組み合意の成立(1992-1994)

北朝鮮の核開発のねらい：軍事目的と交渉カードの両面作戦

アメリカ（クリントン政権）の対応

　目的：IAEAによる査察を通したNPT体制の維持を優先

　政策手段をめぐる葛藤：交渉に対する悲観論と軍事的制裁手段への傾斜

韓国の対応

　目的：南北直接交渉および韓国の主導権確立

　政策手段：米朝交渉・日朝関係改善に対する警戒、ブレーキ

　金泳三政権の「揺れ」

危機回避とジュネーブ枠組み合意（10/21/94）

９４年６月のカーター訪朝と金日成との直接会談、南北首脳会談開催の合意

７月　金日成の死去と「弔問」に関する金泳三発言をめぐる南北関係の悪化

９４年１０月、ジュネーブ合意(Agreed Framework)

ジュネーブ枠組み合意（米朝包括枠組み合意） の内容

アメリカは、国際コンソーシアム(KEDO)を組織し、２００３年を目途に合計発電能力２０００メガワットの軽水炉を提供するものとする。その代わり、北朝鮮は現存する原子炉と関連施設の活動を全て凍結し、いずれもIAEA査察官の継続した監視の下に置く。最初の原子炉から取り出した８０００本の燃料棒は国外に搬送される。

②　北朝鮮は５年以内と予想される軽水炉の主要機材が搬送される前に、ＩＡＥＡが定める規則を完全に履行する。これは「特別査察」の受け入れを意味する。北朝鮮の現存する核施設は１０年以内と想定される軽水炉計画完了までに完全に解体される。

③アメリカは軽水炉の運転を開始するまで、北朝鮮が本来得られるはずであったエネルギーを補填するために、年間５０万トンの重油を提供する手はずを整える。

④両国は最終的な関係完全改善の最初の段階として、現存する貿易や投資の障壁を緩和し、双方の首都に連絡事務所を設置する。アメリカは北朝鮮に対して、核兵器による脅威や使用を行わないとの正式な保証を与える。

⑤北朝鮮は朝鮮半島の非核化と南北対話再開という１９９１年の南北共同宣言を順守する。

この枠組み合意に対して、2000年以降、ブッシュ政権はその検証が不十分であるという認識を持ち、北朝鮮に対して、ジュネーブ枠組み合意に関する検証手段の強化と相互主義のより一層の徹底を主張してきた。そして、北朝鮮が、ＷＭＤ（大量破壊兵器）の生産を行っているという根強い疑惑を持ち、ジュネーブ枠組み合意の履行は必ずしもこだわるべきではないという認識が台頭し、北朝鮮に対する重油供給を実質的に中断した。さらには原子力発電所の建設も中断するべきだという意見が次第に強くなっていった。そうした渦中に、2002年10月、ケリー訪朝を契機に北朝鮮の核開発、すなわち「枠組み合意違反」が明らかになると、原子力発電所の建設の「中断」がKEDOによって決定された。
Ⅱ　韓国の対北朝鮮「包容」政策とアメリカのペリープロセス・南北首脳会談（2000年）
１　ミサイル問題(開発・発射・輸出)をめぐる政治力学と4者会談 (1994--1997)

①ミサイル問題の所在：核開発それ自体よりも運搬手段の問題、射程距離がもたらす受け手による異なる反応
②北朝鮮の意図と日米韓の対応

　北朝鮮：貴重な外貨獲得源でもあるミサイル輸出について規制を受けたくはない。また、ミサイル問題に関する見返りに何らかの譲歩、特に代替的な外貨源を獲得したい。

　米国：ミサイルの開発・発射以上に、ミサイルの拡散をもたらす輸出に対して規制をかけたい。

　日本：ノドンミサイルおよびテポドンミサイルによって日本が射程距離に入ることの脅威

　韓国：すでにスカッドミサイルによって射程距離に入っていたのでそれほど敏感に反応すべき問題ではない。

　しかし、ミサイル問題の背後では、北朝鮮が核開発を放棄していないのではないかという点で、米国を始めとして疑惑の目が常に北朝鮮に向けられていた。

③韓国金泳三政権の焦燥感とアメリカを巻き込んでの米韓共同での４者会談（南北朝鮮＋米中）の提案→北朝鮮は当初無視したが、その後食糧援助との引き替えに、説明会に出席し、予備会談を経て、97年末４者会談が開催された。その後99年8月まで６回にわたり、ジュネーブで４者会談が開催された。しかし、議題をめぐり、朝鮮半島平和体制樹立と南北間緊張緩和および信頼構築という幅広い問題を議論しようとする米韓と駐韓米軍撤退と米朝平和協定締結という具体的問題を議論しようとする北朝鮮との間で合意が形成できず、実質的な議論に入らないまま、中断。そこには、あくまで韓国の主導権確保をねらう金泳三政権の意図が反映されていた。

２　金大中政権の登場と「太陽政策」「対北朝鮮包容政策」（sunshine policy, engagement policy）
３原則

①　朝鮮半島の平和を破壊する一切の武力挑発を許さない

②　吸収統一の排除(金泳三政権はこの点については必ずしも態度を明確にはしなかった)

③　南北朝鮮和解協力の積極推進

必ずしも南北関係改善優先、そのための韓国による主導権掌握にこだわらず、北朝鮮と日米との関係改善を積極的に支援することが、結果的には南北関係の改善につながるという発想の転換

単なる北朝鮮に対する「宥和政策」だったという批判が多いことも否定できない。確かに、その後の北朝鮮の行動・政策の選択を考慮すると、「太陽政策・包容政策」が100％成功であったと見ることはできない。しかしながら、この政策は、単なる北朝鮮だけを対象とした政策ではなく、その前提として、非常に多国間の枠組みを念頭に置いた政策であったということを理解する必要がある。その意味で、少なくとも朝鮮半島の緊張緩和に対して及ぼした効果を軽視することはできないだろう。
３　日本の反応（対北朝鮮強硬論）の突出

１９９８年夏テポドン発射によるパニックによる対北朝鮮強硬論の台頭

４　ベルリン妥結とペリー報告書

ベルリン会談妥結

　アメリカ：北朝鮮を敵性国家から解除し、経済政策の段階的解除を行う

　北朝鮮：長距離ミサイルの追加発射の中断、ミサイル会談の再開

ペリー報告書（William Perry, “Review of United States Policy Toward North Korea: Findings and Recommendations: Unclassified Report by Dr. William J. Perry, U.S. North Korea Policy Coordinator and Special Advisor to the President and the Secretary of State,Washington, DC, October12,1999” http://fukuoka.usconsulate.gov/wwwfperryrpt.pdfおよび『読売ぶっくれっとＮＯ．１７　北朝鮮とペリー報告』を参照。）
　従来よりもさらに踏み込んで、対北朝鮮問題を総合的かつ包括的に接近しようとした点、対決や脅威よりも対話と協力を通した関係改善を追求し、これを基礎として朝鮮半島冷戦構造を解体することによって、問題解決を追求する姿勢を明確にしたこと

日本と中国の状況認識の変化：ミサイル憂慮

情勢認識：
①北朝鮮の核とミサイル開発がもたらす不安定さとそれに対する阻止

②戦争における勝利の可能性を念頭に置きつつも、可能な限り低コストの平和的手段による解決を優先させるとともに、北朝鮮に誤ったシグナルを与えないような強い抑止力をもって臨む。
③北朝鮮に核とミサイルの開発をやめさせ、安定を確保できた場合には、米国は北朝鮮との国交正常化を進めると共に、韓国の対北朝鮮包容政策と行動を共にする用意がある。

④米朝枠組み合意の補完の必要性：米朝枠組み合意ではカヴァーされない核開発とミサイル問題に関する規制を枠組み合意の補完として取り組む必要がある。

⑤日米韓の対北朝鮮政策に関する利害は同一ではないが重なっているので、3カ国の政策協調と調整は可能である。
⑥政権を超えた政策の一貫性の必要性と議会の支持の必要性
他の選択肢に対する検討とその不採用
①現状維持（status quo）
②北朝鮮の現体制の打倒を考慮した圧力の強化（Undermining the DPRK）:

　③北朝鮮の体制改革（Reforming the DPRK）

　④北朝鮮との間の取引（”Buying” our objectives）

望ましいアプローチ：A Comprehensive and Integrated Approach: A Two-Path Strategyとその正当化根拠
包括的対北朝鮮政策の採択(核問題、ミサイル問題、経済政策解除の問題、国交正常化などの諸問題を、個別的にではなく包括して検討する)という「第1の道」と北朝鮮の脅威を交渉によって除去できない場合における封じ込めという「第2の道」の必要性
　ペリー報告書には公開されていない部分、北朝鮮が核ミサイルなどでよりいっそう強硬な態度で臨んだ場合における、軍事的手段を含めた対抗措置があるので、対北朝鮮政策に関する抑止と対話という両面が存在することを忘れてはならないが、それでも、北朝鮮をアメリカもしくは米韓の主導によって和解の方向へと導く選択肢を明確に提示した。この背景には、金大中政権による一貫した対北朝鮮政策に対して、アメリカなりに便乗してみようとする選択であった。日本は、98年夏のテポドン騒動以来、対北朝鮮強硬論が台頭したが、こうした米韓の動きに抗して、いつまでもそれにとどまることはできず、2000年日朝国交正常化交渉が再開された。対北朝鮮政策をめぐる日米韓関係に関して、米韓が日本を引っ張るという構図が成立した。

５　米朝交渉の進展可能性と（村山訪朝団を契機とする）日朝国交正常化交渉再開合意

６　北朝鮮の積極外交への転換

　　西側諸国との関係改善：イタリア、オーストラリアとの国交正常化（現在は主要国ではフランス以外のヨーロッパ諸国、EUとの関係の正常化を達成している）
　　金正日（キムジョンイル：労働党総書記、国防委員会委員長）の訪中(5/2000)

  　プーチン（ロシア大統領）の訪朝招請（7/2000）

    北朝鮮のARF（ASEAN地域フォーラム）加盟

７　南北首脳会談開催（6/13-15/2000）と６・１５南北共同宣言・米朝関係の進展
首脳会談開催の経緯（崔源起, 鄭昌鉉（チェウォンギ・チョンチャンヒョン福田恵介訳）『朝鮮半島のいちばん長い日 : 南北首脳会談の真実』東洋経済新報社2002年。林東源（イムドンウォン）波佐場清訳『南北首脳会談への道：林東源回顧録』岩波書店、2008年）
　金大中政権の積極的アプローチとその挫折：対米関係を優先する北朝鮮の意図
　金大中大統領のベルリン宣言に対する北朝鮮の反応

　中国（上海）を舞台とする秘密接触：中国が実質的な仲介役

４分野の合意：①和解と統一②平和の定着③離散家族再会④文化・経済交流

６・１５南北共同宣言：

①南北は国の統一問題を、その主人である我が民族同士で互いに力を合わせ自主的に解決していくことにした。

②南北は国の統一のための、南側の連合制案と北側の低レベルの連邦制案がお互い、共通性があったと認め、今後、この方向から統一を志向していくことにした。

③南北は今年８月１５日に際して、離散家族、親戚訪問団を交換し、非転向長期囚問題を解決するなど、人道的問題を早急に解決していくことにした。

④南北は経済協力を通じて、民族経済を均衡的に発展させ、社会、文化、体育、保健、環境などあらゆる分野での協力と交流を活性化させ、双方の信頼を固めていくことにした。

⑤南北は以上のような合意事項を早急に実行に移すため、早い時期に当局間の対話を開催することにした。

金大中大統領は、金正日国防委員長がソウルを訪問するように丁重に招請し、金正日国防委員長は、今後適切な時期にソウルを訪問することにした。

南北首脳会談の意味

1 朝鮮半島問題の相対的「民族化」への揺り戻し
②　北朝鮮（金正日体制）の戦術変化と戦略の一貫性
③　韓国（金大中政権）の役割の増大：南北関係と多国間関係（対米・日・ロ・中）との連結点

④　米朝関係への影響と限界
⑤　南北交渉の「進展」と「停滞」
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